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【山ちゃん通信No.6の発行にあたって】
梅雨に入る前に行政機関では、防災会議や災害危険箇所視察が行われます。

災害危険箇所視察には、消防署、警察署、市役所が参加されます。災害対応に
は関係機関の連携が重要であり、この視察では、各機関の防災担当者が顔を
合わせ、現場を共有する事になります。
災害の被害を軽減するためには「自助・共助・公助」が不可欠です。

自助：まず自分自身の身の安全を守ること
共助：地域や周囲の人たちが協力して助け合うこと
公助：公的機関による救助・援助

特に災害から身を守るためには、自助の取組が最も重要です。
まずは、自助の取組を始めてみませんか？

２０２５年５月１９日災害危険箇所視察
諫早市多良見町 小角川砂防事業

山ちゃん

長崎県における救急医療患者の推移

救急医療提供維持のための課題

救急車を軽症患者が利用することで、重症患者の診療に支障をきたす恐れがあります。
地域の救急医療を維持していくためにも、救急車の適正な利用が必要です。
長崎県救急安心センター（＃7119）とは？ 電話で「＃７１１９」を押せば、つながります。
急な病気やけがをしたときに、救急車を呼んだほうが良いのか、今すぐ病院に行ったほうが良いの
かなど迷ったときの相談ダイヤルです。
看護師から、病院受診の必要性等の適切な助言、医療機関案内を受けることができます。

救急車を呼ぶか迷った場合は「＃７１１９」へ電話して！

【山村コメント】①医師・看護師の賃金UP、処遇改善が急務。②産婦人科存続のため、新たな制度設計が必要。

災害用備蓄の準備 飲料水や非常食、医薬品、懐中電灯、スマートフォンの充電器、衛生用品など

災害リスクの把握 自宅や通学路など、大雨の際どんなリスクがあるのか？ハザードマップで確認する。

避難場所、避難方法の確認 いつ、どこに、どうやって避難するか？あらかじめ決めておく。

災害時の連絡手段の確認 携帯電話が利用できないとき、どうやって連絡するか？決めておく。

【本土】
①医師不足 ②看護師不足 ③医師高齢化
【離島】
①看護師不足 ②医師不足 ③看護師高齢化

休日・夜間に救急対応可能な診療科(R6.2公表より抜粋）

診療科 長崎 県北 県央 県南 五島 上五島 壱岐 対馬 合計

外科 14 10 6 4 3 1 1 2 41

脳神経外科 4 4 3 2 1 1 15

心臓血管外科 4 1 2 7

小児外科 1 2 1 4

産婦人科 2 2 2 2 1 1 1 11

出典：長崎県における救急医療の現状（R6.2)

人手不足が深刻

【救急医療の現状と課題】①軽症・中等症患者の救急車利用
・救急搬送患者数は増加傾向。
・救急車利用者の約３３％が軽症者。
・医療機関の減少、軽症・中等症患者の救急車利用の増加は、救
 命救急センターでも軽症患者を診療せざるをえず、重症患者の
 診療に支障をきたす恐れがある。

【医療の現状と課題】②医師・看護師の人手不足
・医師・看護師の不足、高齢化が課題。
・医療体制維持の取組として「複数医師体制の整備」「補助する
 看護師の追加配備」が行われている。
・長崎県で働くことで、奨学金返済が免除される制度もある。
・医療従事者のベースアップが低い。（R6年２．５％、R7年２％）

【分娩施設（産婦人科）の減少】③少子化による経営悪化
・令和7年に入り、島原市、大村市、上五島町で分娩施設が減少。
・少子化により、病院経営が成り立たなくなってきている。
・長崎医療センターで普通分娩が増加すると、ハイリスク分娩に
 支障をきたす恐れがあり、地域の分娩施設存続は重要。
・本土では車で1時間以内に分娩施設がある。現在は対応可能。

少子化で産婦人科・小児科の医師が減っています。
安心して子供を産み育てるためにも対策が必要です。



令和７年２月議会 山村つよし 一般質問
将来、県民生活が困らないため、いま、何をしていくべきか？

について質問しました。

令和７年３月４日

１．施設の老朽化対策・維持管理について
・道路や河川、水道や下水道などのインフラ施設は生活に欠かせません。
インフラ施設は、適切な維持管理や老朽化対策が求められています。

（１－1）上下水道施設について

【質問項目】
１．施設の老朽化対策・維持管理について
２．カーボンニュートラルの長崎県の取組について
３．教員の働き方改革について
４．島原鉄道について

Q：山村
①上下水道管の破損で、県民生活に支障が出た件数は？
②上下水道管の老朽化の現状と今後の見通しは？
③料金収入による老朽化対策、予算的に大丈夫か？

A：県民生活環境部長
①R2～R4の3年間の県内発生件数の合計

水道＝11件（漏水が原因で１00戸超えた断減水件数）
下水=37件（下水道管が原因で道路が陥没した件数）

②耐用年数を超える割合
水道 （現在）２１％（20年後）６２％ ※3倍
下水 （現在）９％ （20年後）３６％ ※4倍

③離島・半島地域が多く、非効率な施設配置を余儀なくさ
れ、人口減少に伴う料金収入減少、経営環境が厳しくな
ることが想定され、国の財源確保が重要だと認識。

【山村コメント】
・人件費UP、物価高騰が考慮されておらず、施工延長などを減らすしかない状況です。
・「維持管理予算の増」「施設数の削減」を行い、安全・安心を確保していく必要があります。

計画的な老朽化対策を行わないと将来が大変です。

質問

総延長(km)

現在 現在 20年後

2,700 8,000

21% 62%

400 1,600

9% 36%

耐用年数経過延長

12,900

4,500

水道管

下水道管

【山村コメント】
・上下水道施設の老朽化対策は、生活を守る
上で最も重要です。

・料金収入だけでは対応できない自治体が出
てきます。国の新たな支援制度が必要です。

（１－２）道路の維持管理について

Q：山村
施設の老朽化や物価上昇に対し、維持予算が伸びて
おらず、道路施設の管理水準の低下を危惧している。
①予算が不足した場合、どんな問題が生じるのか？

A：土木部技監
①舗装や道路附属物の補修が遅延し、安全・安心な

生活が脅かされる。損傷が進んで更新せざるを得
ない状況となれば、さらなる予算が必要となる。

（１－３）信号機について

Q：山村
①交通信号機の設置状況と老朽化の状況は？
②老朽化対策の今後の方向性は？

A：警察本部長
①令和5年度末現在で2,284基設置。

更新基準を超過した制御器は218基（９．５％）
②必要性が少なくなった制御器は地元の理解を得

ながら撤去を計画的に進めている。

長崎県における舗装の健全度の推移

【舗装修繕の予算】
計画時点から予算が抑えられている。
人件費、物価高騰が考慮されていない。

現行予算では修繕延長が短くなり
損傷が進んだ道路が多くなる



（１－４）農業用ため池について

Q.山村
長崎県には、約2,900か所の農業用ため池がある。
多くは江戸時代以前に地元によって築造された。
農業用ため池を管理する農家人口は減少。
管理者不在のため池が増加することが懸念される。
①管理者不在のため池の安全対策と防災対策は？

A.農林部長
①農業用水として利用されなくなったため池は、

水をためないよう指導する。
甚大な被害を及ぼす恐れがあるため池は、
取り壊すなどの取組を進めている。

【山村コメント】
・長崎県は地形特徴から川が多く、ため池やダム、観測機器が他県に比べて多い。
・長崎県として、ため池、ダム、観測機器の維持管理を予算を含めどうしていくのか？検討する必要がある。

【山村コメント】
・維持管理予算は県単独予算がほとんどで、人口減少が進む本県においては、非常に厳しくなってくる。
・県民生活に支障が生じる前に、早い時点から国に現状を訴え要望し、予算化を図っていく事が重要。

（１－５）ダムについて

Q.山村
長崎県の河川は、急勾配で、降った雨が一気に川を流
れ下るため、洪水や渇水も生じやすい。
多くの河川で治水・利水を目的としたダムが設置され、
国交省所管では全国最多の35ダムを管理している。
①長崎県管理ダムの老朽化対策の現状は？

A.土木部技監
①完成から30年以上経過したものが半数を超え、

ダムの管理設備などで老朽化が進行している。
ダムメンテナンス事業で、老朽化した設備の改良工
事や長寿命化計画更新作業などを進めている。

（１－６）観測機器について

Q.山村
住民の避難行動に直結する河川水位や雨量などの防災情報を適切に提供することは非常に重要。
①防災情報を提供するための観測機器の状況は？
②維持管理に関する現状と問題点とその対策は？

A.土木部技監
①県では、雨量計198か所、水位計316か所（九州最多）、河川監視カメラ29か所に設置。

長崎県河川砂防情報システムによって、リアルタイムで防災情報を提供。
②観測機器の維持管理費は県単独費で対応している。

今後、観測機器等の老朽化が進行し、それらの維持管理費が増大するものと想定。
県単独費の確保、交付金や起債の対象となるよう、国に対して働きかけを行う。

（１－７）予算の確保について

Q.山村
施設の老朽化対策や適切な維持管理ができないと、県民生活に多大な影響を与え、県民の安全・安心が守れな
い恐れがあります。適切な維持管理には、予算が必要であり、その財源確保は行政の責任でもあります。
①財源確保に関する知事の考えをお伺いします。

A.大石知事
①長崎県は、離島・半島などの条件不利地域が大変多く存在している。

インフラ資産の保有率が他県より高く、施設の老朽化に伴う維持管理コストの増加が今後見込まれる。
維持管理計画を定めたうえで、可能な限り、予防保全型の取組によってコストの縮減に努める。
国に対し、補助事業や交付金事業の予算確保、補助率のかさ上げ、対象範囲の拡大等、地方にとって有利な
起債制度の継続などについて、私自身先頭に立って、引き続き、必要な財源の確保に努めていきたい。

解説

【インフラ長寿命化計画】
国民の安全・安心を確保しなが
ら、中長期的な維持管理・更新
等のトータルコスト縮減や予算
平準化を図るための計画です。

【長崎県の状況】
①昭和40年代～50年代に多くの施設を建設
⇒既に40～50年が経過。
⇒大規模修繕や更新時期が集中する。
②自主財源に乏しい脆弱な財政構造
③インフラ資産保有率が他県より高い。

※地方財政では維持管理が難しくなる。
⇒国からの財政支援が必要となる。



(質問の背景）
2050年、温室効果ガスゼロ、カーボンニュートラルを目指し、世界中で様々な取組が行われております。
昨年、日本の平均気温は、平年値を1.48度上回り、1898年の統計開始以降、最も高くなっております。
2015年に採択された「パリ協定」では、産業革命前からの世界平均気温上昇を1.5度に抑えることを努力目
標としており、地球温暖化対策は、喫緊の課題となっています。

２．カーボンニュートラルの長崎県の取組について

Q.山村
「第2次長崎県地球温暖化（気候変動）対策実行計画」
を策定し対策を進めている。
①その取組の状況は？

A.県民生活環境部長
①省エネルギーの推進や再生可能エネルギーの導

入促進に、各部局が連携して取り組んでいる。
・一定規模以上の事業者に排出削減計画書の作成
の義務づけの実施

・太陽光発電設備の共同購入への支援
・海洋エネルギー関連産業の拠点形成の支援

（２－１）長崎県全体の取組状況について

（２－２）諫早湾干拓調整池での発電事業の導入
可能性について

【山村コメント】
・民間事業者への検討フィールドの提供や、地域の
声を聞く場を設けるなど、地域と民間と行政が連
携した取組を進める時期にきていると思う。

Q.山村
諫干調整池の発電事業の導入可能性について
①現在の状況は？

A.産業労働部長
①大規模開発などに対する懸念の声がある。

どのようなビジネスモデルが構築できるのか、
関係市や庁内関係部局と協議を進めている。

（２－３）洋上風力発電について

【山村コメント】
・浮体式に関する世界初の量産サプライチェーン
の構築に向け、積極的に後押しをすべきです。
・世界と勝負できる技術を持った産業を県内に
育てる必要があります。

Q.山村
広い海域を活かし洋上風力発電事業に注力。
洋上風力発電は急速に増加すると見込まれる。
①基幹産業として成長させるための取組は？
②世界市場を見据えた取組は？

A.産業労働部長
①洋上風力発電関連産業を基幹産業として成長

させるためには、県外からの需要獲得が必要。
県外企業とのマッチング支援等を実施しており、
北九州市や秋田県で協議が進んでいる。

②浮体式洋上風力発電は、造船業で培った技術
や人材を活かせる分野であり、今後、県内企業
のサプライチェーン構築を図っていきたい。

解説
第2次長崎県地球温暖化
（気候変動）対策実行計画

計画期間：2021年度～2030年度※2025年度見直し
計画の目標
【目指すべき将来像】
環境にやさしく、気候変動によるこれまでにない災害
リスク等に適応した、脱炭素・資源循環型の持続可能
な社会が実現した長崎県
【計画全体の目標】
中間目標：2030年度の長崎県の温室効果ガス排出量

３１．５％削減（2013年度比）
長期目標：脱炭素社会の実現

－１８．５％ －２１．３％
2013年度比
－３１．５％

【内訳】
現在対策継続
（BAU)
21.3％削減

新たな対策
4.8％削減

森林吸収
5.4％削減

２０１３（基準） ２０２０（BAU) ２０３０（BAU) ２０３０（目標)

※BAU：現在の地球温暖化対策を継続し、新たな対策を追加しない場合

1,099.5

896.5
864.9

753.1

解説長崎県の洋上風力発電

長崎県では、広い海域を活かし洋上風力発電を積極的
に推進しており、五島市沖と西海市江島沖で大規模な
プロジェクトを進めています。
【五島市沖洋上風力発電事業】
浮体式洋上風力発電
2.1MW風力発電設備８基＝出力１６．８MW
【西海市江島沖洋上風力発電事業）
着床式洋上風力発電 ※風車世界最大級
１５MW風力発電設備２８基＝出力４２０MW

【長崎県の基幹産業へ】
洋上風力発電は数万点もの部品
でできています。
製造や設置、メンテナンスや監
視なども含め、すそ野の広い経
済効果が見込まれます。
特に「浮体式洋上風力発電」は
造船の技術を活かせるため、長
崎県として力を入れています。



Q.山村
工場等で回収されたCO２を地域の農業で使うことが
できれば、工業、農業が連携し、温室効果ガスの削減
を地域循環の仕組みでつくり込むことができるので
はないかと思っている。
①カーボンニュートラルに向けた試験的な取組は？

A.農林部長
①工場から排出されたCO２を有効活用するため、

民間企業と連携し、いちご栽培において、CO ２を
株元に施用することで光合成を促進させ、収量を
増加させる試験を行っている。

（２－４）農業分野の取組について （２－５）林業分野の取組について

Q.山村
森林により吸収されたCO ２量を認証し、クレジット
を発行するJ－クレジット制度が創設されています。
①本県におけるJ－クレジット制度の取組は？

A.産業労働部長
①「ながさきカーボン・オフセット推進協議会」で

J－クレジットの推進に取り組んでいる。
令和5年度末時点で、26,354二酸化炭素トン
のクレジットを販売。
認証量は令和5年度末で78,638二酸化炭素ト
ンと、全国の7％、九州では59％を占める。

（２－６）今後の取組について

【山村コメント】
・ガソリン価格が高い本県こそ、戦略的にエネルギー転換に取り組み、地域経済の発展を目指すべきです。

Q.山村
GX投資の活用、離島・半島など、過疎地域のエネルギー転換という視点も重要と考えている。
①「第2次長崎県地球温暖化（気候変動）対策実行計画」の見直しは、どのような方針で進めるのか？

A.県民生活環境部長
①本計画の見直しについては、国の地球温暖化対策計画や、社会情勢の変化を踏まえて対応する必要がある。

国の計画には、脱炭素と経済成長の同時実現を目指すGX政策と協調した気候変動対策や、地域の環境保
全と地域経済の発展に資する再生可能エネルギー導入の推進があり、県計画に取り入れることも検討する。

(質問の背景）
教員の働き方改革については、近年、様々な取組がされていると思います。
教員の仕事量を削減し、心身を充実させ、授業をはじめとする本来の教育活動に専念できるよう、働き方改革
を推進することは必要不可欠だと思います。

３．教員の働き方改革について

（３－１）仕事の削減について

Q.山村
教員の働き方改革には現場の声が大切です。
①現場の声を聞いているのか？
②書類や報告資料の削減は進んでいるのか？

A.教育委員会教育長
①働き方に関するアンケート。

業務改善に向けたアイデア募集。
若手教員と意見交換を実施。

②文書量の削減については、「複数の調査の統合」
「グループウェアの活用」などを取り組んできた。
学校現場への文書及び調査等の削減に向けたプ
ロジェクトチームを立ち上げ、全ての文書調査に
ついて、これまでどおり送付するもの、送付する
必要がないもの、回数、対象等を見直すものに仕
分けを行い、事務負担の抜本的な軽減に取り組む。

【山村コメント】
・業務改善のため、警察の再任用の方など、県の
様々な人材を活用することも検討してはどうか？

（３－２）教員が生徒に専念できる環境整備について

Q.山村
学校が担うべき業務が多様化、複雑化している。
学校外でのトラブル対応のうち、解決が難しいもの
は教員以外が担うなど、教員が授業や生徒指導に
専念できる環境を作る必要がある。
①どのような取組を行っているのか？

A.教育委員会教育長
①専門家の支援が受けられる制度の拡充。

今後も外部機関との連携や、外部人材の活用な
ど、教員が授業に専念でき、また生徒と向き合
うことができる環境づくりに努める。

【働き方改革の意義】
「子どものためであればどんな長時間
勤務でも良し」とする働き方は、教師と
いう職の崇高な使命感から生まれてくる
ものであるが、その中で教師が疲弊して
いくのであれば、それは子どものために
はならない。

出典：（中央教育審議会初等中等教育分科会「質の高い教師の確保特別部会」）資料



(質問の背景）
島原鉄道は、諫早市、雲仙市、島原市の沿線3市における住民生活や観光振興などにおいて、非常に大きな役
割を果たしています。しかしながら、沿線区域では、人口減少が加速し、島原鉄道の利用者数は、平成25年度
以降減少が続き、令和2年度からはコロナ禍の影響なども受け、経営環境がより一層厳しさを増しています。
令和4年11月から島原鉄道の今後の方向性についての検討が行われています。

４．島原鉄道について

（４－１）島原鉄道活性化検討部会における検討状況について

Q.山村
①島原鉄道の現状は？
②島原鉄道活性化検討部会の状況は？

A.地域振興部長
①島原鉄道は、通勤や高校生の通学をはじめ、沿線住民の日常生活を支え、また、島原半島を訪れる観光客

の移動手段としても重要な役割を担っており、令和5年度の利用者数は110万人を超えている。
島原鉄道の経営状況は、利用者数がコロナ禍前の令和元年度比で87％程度にとどまり、鉄道事業の収支
は、コロナ禍前から年間2億円程度の赤字が続き、令和5年度も約2億1,000万円の赤字である。

②令和4年7月の「ローカル鉄道の在り方に関する提言」より、鉄道事業を再構築した場合の国の補助制度
の拡充等が示され、令和4年度に沿線市等で構成する「島原鉄道活性化検討部会」を設置した。
今後の方向性として、みなし上下分離方式による鉄道存続やバス転換について、検討を進めている。

（４－２）今後の方向性の決定に向けた課題について

Q.山村
①バス転換などの実現性は？
②今後の方向性の決定に向けた課題は？

A.地域振興部長
①鉄道からバスへの転換は、現状の利用者数や運転手不足によるバス路線の縮小等が顕在化していること

を踏まえると、現実的には大変厳しい。
②仮に、みなし上下分離方式を選択する場合、電路、線路等の施設の維持管理費にかかる新たな自治体の

負担、少なくとも将来10年程度にわたって、鉄道事業が維持できる体制、さらに、事業者自らが取り組む
収支改善策などについて、関係者間で共有することが重要である。

【山村コメント】
・全国的には駅周辺に住宅地を整備して、若い世代を呼び込んだ街や、駅に子育て施設を設置して、共働き
世帯を支援したりしているところもある。

・島鉄の主要な駅周辺には病院が多くあり、車が運転できなくなった高齢者にも利用しやすい鉄道です。
・島鉄を活かしたまちづくりで、人口を増やしたり、誰もが住みたい街になることも可能です。
・「鉄道は財産」という観点で、財産である島鉄をうまく活用した地域活性化や観光振興に取り組むべきです。

島原鉄道線の輸送人員推移

出典：鉄道統計年報島原鉄道の輸送状況（輸送人員）
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②通勤・通学定期
利用者が戻らない

定期外

通学定期

通勤定期

・平成25(2013)年度以降減少に転じている。①通学定期が減っている。
・令和2(2020)年度には、コロナ禍の影響により大きく減少。
・令和5(2023)年度時点でも回復には至っていない。②通勤・通学定期利用者が戻らない。
・定期利用者の減少が鉄道収益を減少させていると考えられます。

一部廃線

①通学定期が減っている

提案

鉄道の安定した経営には定期利用者の確保が必要だと言われています。
駅周辺の住宅地整備やまちづくりは、定期利用者を増やし鉄道の安定経営に寄与します。

山村の
考え方

コロナ禍

or



令和7年度当初予算

・令和7年度当初予算は、「物価高への対応」「総合計画の仕上げと各ビジョンの推進」「節目の年」を基
本に予算編成が行われ、一般会計総額７，３４７億円の予算となりました。
・新規事業として「こどもが主役！こども場所推進事業」（予算額６１，８５６千円）が計上されました。
こどもの居場所や体験提供の充実のための取組が始まります。

令和7年度当初予算の基本方針

ゆるい連携で支援団体を
後押しする取組です。解説



長崎県議会議員 山村健志事務所
〒854-0071 長崎県諫早市永昌東町７－７
電話FAX：0957-24-6888
携帯電話：090-9792-1060
メール：yamamura24131060@gmail.com

長崎県半導体産業成長戦略

instagram Facebook
対話・官民連携 HP

気軽にお尋ねください

・令和7年2月に長崎県半導体産業成長戦略を策定しました。
【目標】2030年の売上高1兆206億円、雇用者数8860人 計画期間2026年～2030年

・半導体関連市場は成長が見込まれ、2030 年には世界で約100 兆円規模に達すると期待されています。
・県内の京セラ（株）の立地や、ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング（株）の規模拡大も含め、九州では、
2021 年4 月以降に約100 件、4 兆7,400 億円以上の投資計画が公表されています。

・成長が見込まれる半導体産業の需要を県内に取り込むため、県の取組や今後の方針をとりまとめました。

県政について山ちゃん通信等でわかりやすくお伝えします。冠婚葬祭の電報等は行ってませんが、講演や勉強会、意見交換会等には喜んで伺います。お声がけください。

【目標】

現在の売上の2倍を超える
1兆206億円を目指す

現在の雇用者数から2,000人超の
増加となる8,860人を目指す

４，７９１

5,510

６，３３7
６，971

7,668

8,435

9,278

10,206
（億円）

6,296
6,611

６，942 7,289
7,654

8,036
8,438

8,860

一人当たりの付加価値は半導体関連（電
子部品・デバイス・電子回路製造業）が突出

【山村コメント】
・長崎県半導体産業成長戦略は、私も含め多くの議員が「半導体の成長戦略を県として定めるべき」との意
見があり、令和6年度に県執行部が議会と議論し作り上げたものです。

・半導体産業はすそ野は広いが、大手企業からの地元企業の受注機会が少ない状況です。
・今後は、地元企業の受注拡大に向け、意欲がある企業に積極的な支援をすることになります。
・「世界企業が世界企業として長崎県に居続けてもらう」ことが、長崎県民のためになります。

【取組方針】
〇地場企業の需要獲得に向けた半導体製造装置のアンカー企業誘致
〇アンカー企業からの波及効果を最大化するための受注体制の構築
〇県内アンカー企業の規模拡大支援などの県内企業の受注拡大につながる取組
〇産学官連携による人材の育成・確保の仕組みづくり
〇企業集積に必要な戦略的工業団地整備

【半導体産業に力を入れる理由】
期待される効果
①良質な雇用の場の確保・創出
②世界市場で活躍する大手企業の存在
③大手企業から地元企業への受注機会の確保
④大手企業から地域への経済波及効果
結果：県民の所得向上・人口減少対策・公共の福祉向上
【山村考察】
①大手半導体メーカーは、今まで県外に働く場を求めていた大卒理
系に長崎県内で働く場を提供し、所得を向上させます。
②③世界市場で稼ぐ力を持った企業から地元企業が受注機会を得
ることで、地元企業も世界市場から収益を得ることになる。
④大手企業は雇用も多いことから、従業員が地域に住むことで、地域
への経済波及効果は高く、様々な雇用も生み、税収もUPします。

考察

mailto:yamamura24131060@gmail.com
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